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R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 達成状況（数値） 取組状況 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 取組状況

1 都市計画課

〇屋敷林の保全に努めます。

〇自然豊かな公園整備及び適切な維持管理を行う。

〇協働により身近な緑を保全するため、公園・道路緑地ボラン
ティア制度の充実を図る。

〇緑地の創出を図るため、開発指導による緑地の確保を図りま
す。

○一般住宅の敷地内にかかる屋敷林について都市整備課と共に適正な
剪定委託等を行い保全に努め、公園内にかかるものについても当課にて
同様に行い、町内全体における屋敷林の保全に努めた。

○公園樹木の定期的な剪定などを実施し、適切な維持管理・緑地の保全
を行った。

○公園・道路緑地ボランティアの制度充実取組は行えなかったものの、登
録を促進するため、お知らせ版による周知を行った。

○開発指導における緑地の確保について、町の開発指導要綱に則り、適
切に指導した。

○広報等によるボランティア募集、登録者の活動確
認、物品支給による支援及び研修の継続実施を確実
に行い、拡大を図る。

○公園等の樹木管理について、引き続き適切に維持
管理するよう努めていく。

2 都市整備課

〇街路樹や植樹帯の適切な維持管理を行います。 道路緑化事業（夏・秋）で街路樹や植樹帯の維持管理を行い、緑地の保
全を図った。

街路樹や植樹帯の適正な維持管理を引き続き務め
ていく。

3 産業振興課

〇町の花であり、本町にとって貴重な緑である「あじさい」の適
切な維持管理に努めます。

〇あじさいの里親制度の拡充により、協働による「あじさい」の
維持管理を推進します。

〇まとまりのある一団の優良農地の保全を図るとともに、環境
保全型農業の推進と水田景観の保全に努めます。

〇里親募集のチラシの配布

〇里親募集について、おしらせ版へ掲載

〇里親制度説明会の開催

里親エリアに空きがあるため、空株をなくすため募集
方法等を見直す。現状は、イベント時での募集チラシ
の配布及びお知らせ版への掲載による募集となって
いる。

4 都市整備課

〇自然に親しめる水辺環境の保全に努めます。 〇シルバー人材センターと派遣業務委託を締結し、迅速に草刈り等実施
することで、老巧な維持管理に務めた。

〇有償ボランティアを募り、水路の維持管理に務めた。

シルバー人材センターとの派遣業務委託がR8年度よ
り町内緑地帯管理に変わるため、迅速な対応ができ
なくなる。

5 環境課

〇河川・水路の清掃など、水辺環境の保全を町民・事業者と協
働で実施します。

かいせいクリーンデーを3月1日（日）と11月30日（日）に実施し、町内の河
川、水路も含めた町全体の清掃活動を町民、事業者とともに行った。（延
べ参加者数10,249人）

事業者の協力については、町工場会に所属している
会員のみではなく、広く町内の民間協力事業者に呼
びかけを行い、さらに参加者数を増やす工夫が必要
である。

3
家庭系ごみ住民１人１日当たりのごみの排出量
現状値（2023年度）624g/人・日→目標（2032年度）
608g/人・日

環境課
592g/人・

日

ごみの分別について、転入者に対
してカレンダーやごみの分別早見
表を用いて周知した。

目標値は達成したが、引き続きごみ量の削減と分別の徹底
を促進する。

4
ごみの資源化率
現状値（2023年度）32%→目標（2032年度）34%

環境課 29.6%

ごみの分別について、転入者に対
してカレンダーやごみの分別早見
表を用いて、可能な限り資源化でき
るものは資源化するよう周知した。

可燃ごみが増え、資源ごみが減ったため、資源化率は目標
を達成することができなかった。引き続き、分別の徹底を周
知し、資源化率の目標達成に努める。

7 環境課

〇環境美化についての関心・理解、活動意欲の向上のため、広
報紙やホームページを活用した呼びかけを行うとともに、「かい
せいクリーンデー」を実施します。

〇環境教育の一環として、小中学生による環境美化活動を推
進します。

〇環境美化推進協議会の協力により、不法投棄防止のための
啓発やパトロールを強化します。

〇自治会や地域住民等の地域美化活動に対する支援の充実
を図ります。

〇「開成町きれいなまちをつくる条例」のPR活動を通じて、ごみ
のポイ捨てや落書きの防止など、環境美化への理解と行動を促
進します。

〇犬や猫などのペットの飼い主のマナー向上や、動物愛護の意
識醸成に取り組みます。

〇夏季の猛暑日を考慮し、これまで7月と3月に実施していたかいせいク
リーンデーを11月と3月に実施した。

〇不法投棄については、日常業務中の見回りや自治会、県と連携し、パト
ロールを実施した。

〇環境美化推進委員による担当自治会のパトロールにより、ルールを守
らないごみの持ち帰り啓発を行い、不法投棄の早期発見、早期対応がで
きた。

〇ペット等の適正管理に関する苦情は、原因者が特定できる場合は、所
管官庁である県に同行し、野良猫への餌やり等原因者が特定できない場
合は、看板設置や回覧、広報を利用して周知を実施した。また、モラル向
上や環境改善を図った。

御協力いただける町内企業数の増加によって、かい
せいクリーンデーの全体の参加者数は増えている
が、自治会単位の参加者数が減っている。自治会会
員数の減少、高齢化によるものと想定されるが、地域
の美化活動に参加しやすい仕組みづくりを自治会と
ともに検討する必要がある。

8 都市整備課

〇地域住民との協働により道路、河川、公園の草刈などを行う
など、美しい公共空間の維持に努めます。

公園と道路緑地ボランティアの登録を促進するため、ホームページ等で広
報するとともに登録者の活動状況を確認し、物品支給及び講習会を実施
した。

ボランティアの募集を継続するとともに、引き続き、研
修会による知識習得の場を設けるなど、ボランティア
への継続的な支援を行う。

9 環境課

〇定期的な水質調査を実施します。

〇足柄上衛生組合の施設の適正な運営を推進します。

〇足柄上地区地下水保全協議会（１市５町で構成）において、神奈川県
水源環境保全・再生市町村補助金を活用して地下水モニタリング調査（地
下水位・水質調査等）を実施した。

〇町内の河川、水路の水質調査を実施した。

〇足柄上衛生組合施設の今後のあり方について、関係自治体と検討を

引き続き、定期的な観測、調査を行うとともに、地下
水を利用する企業の立地の影響などを観測結果から
分析していく必要がある。

10 都市整備課

〇公共下水道の整備を進めることにより、水路の水質浄化を図
ります。

〇雨水浸透施設の設置を促進することにより、地下水涵養を図
ります。

〇吉田島地区、宮台地区において公共下水道の整備を行った。

〇建築確認、開発申請等の雨水排水の最終桝を雨水浸透桝設置を指導
を行った。

〇公共下水道の整備区域拡大を計画的に行う。

〇雨水浸透桝の設置の指導を継続してしていく。

方針３－２
周辺の生活環境に配慮しよう

11 環境課

〇大気汚染の改善を図るため、電気自動車（EV)などの環境性
能に優れた低公害車の導入を促進するとともに、エコドライブを
推進します。

〇産業活動による公害の発生を防止するため、県と連携し、町
内の工場や事業所への指導を行います。

〇県と連携し、建築物の解体に伴うアスベストの飛散防止を推
進するとともに、アスベストに関する正確な情報の提供に努めま
す。

〇野焼き行為の原則禁止の正しい情報提供を行うとともに、剪
定枝、草については開成町グリーンリサイクルセンターの利用
を促進します。

〇公害については、工場や事業所への指導権限のある県と情報共有に
努めたが、案件がなかった。

〇アスベストの飛散防止については、指導権限のある県と情報共有、知
識研鑚に努めたが案件がなかった。

〇屋外燃焼行為については、農家以外の行為や農家であっても炎があが
る事例については、中止を要請した。また、広報等で開成町グリーンリサ
イクルセンターの利用促進を促した。

〇今後も継続して、県や関係団体との連携を強化し、
公害の発生防止と発生した場合の早期対応が可能
な体制構築に努める。

A

B

B

公害に関する苦情は、町では対応する権限がないため県の
対応となるが、法令に抵触しない範囲の事案についてどこま
で町が対応できるか判断が難しい。

A

〇広報等によりごみの減量とごみ分別を徹底するよう意識付けした。

〇町民カレンダー等でルールを明示し、転入者等には転入手続時に個別
に説明した。

〇剪定枝等の処分についてグリーンリサイクルセンターの活用を促した。

〇幼小中学校における給食の生ごみを分別・収集し、堆肥化を継続した。

〇資源の集団回収を普及させるため奨励金を支出した。

〇ごみの分別を強化するため、ごみ分別辞典「ゴミサク」の利用を周知し
た。

〇パソコンのリサイクルを促進するため、リネットジャパンと協定を結び、
家庭から出るパソコンのリサイクルを促進した。

〇民間事業者との協定によりペットボトルの水平リサイクルを開始した。

B

〇町民１人１日あたりの家庭系ごみの排出量は減っ
ている。資源化率をさらに向上するため、分別の徹底
と資源ごみの排出方法の検討が必要。

〇地域の子ども会の減少により資源集団回収の担い
手が減っている。当該事業は、子どもたちにとって
は、環境教育の意義もあるため、持続可能な仕組み
の再構築が必要である。

6

A

町内事業者の協力企業が増えていることから、かいせいク
リーンデーの全体的な参加者数については、増加している
が、自治会単位の参加者数は減少傾向にあるため、地域の
美化活動に参加してもらえるような意識を醸成する

B

B

個別の取組み

環境指標
過去の達成状況 令和７年度  年間 過去の評価

評価 担当課 行政の取組み
令和７年度  年間

今後の課題
評価

方針１－２
水辺の環境や多様な生物を守

ろう

基
本
目
標
１
　
自
然
と
共
生
す
る
ま
ち

基本目標
取組みの

方針

数値目標

方針１－１
身近な緑を保全・創出しよう

今後の課題

C

○公園・道路緑地ボランティアの登録を促進するため、お知
らせ版等での周知や研修会の継続実施をしていく上で、ボラ
ンティア活動状況確認と併せて、ボランティアの方への積極
的な声かけ・周りの方への呼びかけといった周知の工夫が
必要。ボランティア登録数の拡大、継続的な支援、登録者・
研修参加者同士の繋がりをつくっていく。

○町内でのボランティア活動を活発かつ持続的なものとして
いくために、幅広い年齢層のボランティアの新たな参画が必
要。研修内容について他団体事例など参考にしながら、魅
力ある研修を検討していく。

Ｂ

里親エリアに空きがあるため、空株をなくすため募集方法等
を見直す。現状は、イベント時での募集チラシの配布及びお
知らせ版への掲載による募集となっている。

1
公園・道路緑地ボランティア登録数
現状値（2023年度）42団体→目標（2032年度）58団体

都市計画課

A

基
本
目
標
２
　
資
源
が
循
環
す
る
ま
ち

方針３－１
豊かできれいな水を守ろう

基
本
目
標
３
　
安
全
安
心
に
暮
ら
せ
る
環
境
の
ま
ち

環境課

〇町民・事業者のごみ問題への関心を高め、ごみの発生抑制
（リフューズ）、発生抑制（リデュース）、再採用（リユース）、再利
用（リサイクル）の4R運動を推進します。

〇ごみの分別ルールの徹底、不用品の再利用の推進など、ご
みの資源化を進めます。

〇ごみの減量化・資源化を推進するため、設備の計画的な修繕
等を実施し、開成町グリーンリサイクルセンターの利用を促進し
ます。

〇幼稚園・小学校における給食の生ごみの一部を分別・収集
し、堆肥化を継続します。

〇各団体が実施する資源集団回収を奨励します。

〇公共施設などに生ごみ堆肥を積極的に活用するとともに、農
家や家庭菜園などへの活用を促します。

〇家庭から出る生ごみの減量化の施策の検討を行います。

〇ペットボトルの水平リサイクル（ペットボトルとして再生する）を
推進します。

〇製品プラスチックの分別収集について検討を進めます。

方針２－１
ごみを減らそう

A

方針２－２
まちをきれいにしよう

5

美化活動（かいせいクリーンデー等）への参加者数
現状値（2023年度）9,462人/年→目標（2032年度）
10,500人/年
※2028年度（令和10年度）目標値10,000人／年

環境課

6
公害発生
現状値（2023年度）0件/年→目標（2032年度）0件/年

環境課

2
あじさいの里親登録数
現状値（2023年度）38団体→目標（2032年度）40団体

産業振興課

担当課

A

A

B

A

B

41団体

○お知らせ版にてボランティア募集
を行った。

○ボランティアに必要な消耗品、清
掃用具等を購入し渡した。

39団体

〇里親募集のチラシの配布

〇里親募集について、おしらせ版
へ掲載

〇里親制度説明会の開催

10,249人

11月と３月に自治会や町内事業者
と協働してかいせいクリーンデーを
実施した。

0件

工場、事業所に対する公害対応は
県の権限となるため、連携して対応
した。悪臭問題については、県に相
談し一般苦情として当事者同士に
よる解決が図れるよう、町として協
力できる範囲で対応した。

現計画初年度のため記載なし。 現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。 現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。 現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。
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今後の課題担当課

7
温室効果ガス排出量の削減率（町域）（2013年度比）
現状値（2019年度）－11.0％→目標（2030年度）－
46％

環境課 -

令和12年の計画改定する際に算
定。

9
ゼロカーボンシティ創成パートナー企業数（累計）
現状値（2024年度）21事業所→目標（2032年度）28事
業所

環境課 28

新たに４者と協定締結した。 国重点対策加速化補助金がR8で終了するため、R9以降の
協定継続についてパートナー企業への意向確認を要す。

13 地域防災課

〇自転車を利用しやすい環境をつくり、利用を促進させるため、
自転車の安全な乗り方教室を開催します。

〇自転車の安全利用を促進するため、小学生を対象とした自転
車運転免許制度を実施し、利用ルールの徹底やマナーの向上
を図ります。

〇自転車利用者の増加に対応するため、開成駅周辺の駐輪場
の確保・維持管理をします。

〇自転車の安全な乗り方の促進
　・駅前周辺で街頭指導（啓発チラシ・物品の配布）を行った。
　・中学３年生を対象に警察と連携し安全な乗り方について啓発を行っ
た。
　・町内小学校４年生を対象に自転車運転免許講習を実施した。

○自転車利用環境の整備
　・町営の開成町自転車等駐輪場において、需要に合わせて各駐輪区分
の台数変更を行った。

○引き続き、街頭指導、交通安全教室等を実施し、
自転車の安全な利用啓発に努める。

○継続的に指定管理者との定期的な報告会を実施
し、駐輪場の確保に配慮する（東口への駐輪場設置
の調整）。

14 都市整備課

〇都市計画道路を整備する際は自転車が快適に利用できるよ
う考慮します。

該当工事が無いため未実施。

15 環境課

〇地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づき、気候変動
による影響の回避・軽減に向けた施策・取組を実行するととも
に、国や関係自治体との連携による気候変動の適応策を推進
します。

独立行政法人環境再生保全機構の委託事業の採択を受け、熱中症対策
事業を実施した。

熱中症対策事業の継続。令和８年度は、神奈川県と
の連携事業を実施予定。

16 地域防災課

〇地域防災計画に基づき、気候変動によって増える傾向のある
台風やゲリラ豪雨などの水害には、ハード、ソフト一体となった
総合的な取組を推進します。

松ノ木河原多目的広場防災整備としてマンホールトイレ用管敷設工事を
実施。また、横浜気象台による研修に職員参加するとともに、協定リエゾ
ン体制について相互確認を行った。

日頃から台風やゲリラ豪雨時の情報を横浜気象台等
と
情報共有し、早期の段階での周知啓発を行う必要が
あ
る。

11
環境学習会（セミナー、環境フェア、環境講演会等）
の開催回数
現状値（2023年度）5回/年→目標（2032年度）5回/年

環境課 13

ジュニアチャレンジスクール（８講
座）、社会科見学ツアー（２講座）、
イベント出展（３回：スポ・レク、文化
祭、町民フェスタ）

順調に開催できているが、講師となっているパートナー企業
については、R9以降の協定継続の意向確認を要する。

17 環境課

〇子どもを対象にした環境教育の充実を図るとともに、幼児か
ら大人まで、各世代の学習ニーズに応じた環境学習の企画・実
施に努めます。

〇環境美化意識の向上を図るため、町民を対象とした環境の学
習会、見学会や体験会などを開催します。

〇町民や自治会、民間の環境団体などを対象とした環境学習
の場や提供や学習のための支援を行います。

パートナー企業や町民公歴活動団体と連携し、小学生向け環境講座等を
開催した。

順調に開催できているが、講師となっているパート
ナー企業については、R9以降の協定継続の意向確
認を要す。

12
環境美化推進協議会委員の研修、交流回数
現状値（2023年度）3回/年→目標（2032年度）3回/年

環境課 3回/年

環境美化推進協議会を年3回開催
し、各自治会の環境美化に関する
課題について共有した。

各自治会の環境美化推進委員にとって有益な知見を得るこ
とができる研修視察先を選定す必要がある。

18 環境課

〇環境美化推進協議会委員などへの研修会を定期的に実施し
ます。

〇環境美化推進協議会委員など各団体との情報共有を図りま
す。

〇環境美化推進協議会を年3回開催し、各自治会のにごみ出しマナー等
に関する課題について共有した。

〇古紙再生リサイクル事業を行っている㈱タンザワにおいて、環境美化
推進協議会委員を対象に視察研修を行った。

各自治会のごみ置き場におけるマナー違反ごみ問題
については、程度の差はあるがどこも課題であり、対
応方法について協議をする必要がある。

13

町民の自主保全活動への行政働きかけ件数（ごみの
分別、デコ活、省エネ家計簿等）
現状値（2024年度）12件/年→目標（2032年度）15件/
年

環境課 12回

〇省エネ家計簿の活用について周
知を行った。

〇町広報において、毎月ごみクイ
ズを出題し、町民のごみ分別にか
かる意識向上を図った。

〇粗大ごみの申込や転入手続に来庁した方に省エネ家計
簿やエコドライブ、開成町グリーンリサイクルセンターの利用
について積極的なPRを行う必要がある。
〇省エネ家計簿の活用状況について把握する手段がない。

19 環境課

〇省エネ家計簿の利用促進を図るため、ゼロエネルギーハウス
（ZEH）の設置の補助申請者に利用を勧めます。

〇町民への協働によるまちづくりを図るため、町民とのコミュニ
ケーションの充実を図り、町民ニーズの施策への反映を図ると
ともに、企業やＮＰＯ法人など民間団体の活動と連携・協力を進
めます。

パートナー企業や町民公益活動団体との連携により、環境講座や補助制
度の周知・活用等が効果的に行われている。

ZEH補助申請者に対し、生ごみ処理機の購入補助制
度について案内予定。

20 環境課

〇地域の環境活動に関する情報を提供し、環境保全活動を推
進します。

〇幅広い世代の町民が参加できるイベント等を企画し、環境に
関心を持つ住民の裾野を広げます。

〇省エネ家計簿の活用について周知を行った。

〇ジュニアチャレンジスクール、スポレク、町文化祭を通じて環境学習の
場を提供した。

〇粗大ごみの申込や転入手続に来庁した方に省エ
ネ家計簿やエコドライブ、開成町グリーンリサイクル
センターの利用について積極的なPRを行う必要があ
る。
〇省エネ家計簿の活用状況について把握する手段
がない。

21 都市整備課

〇公共工事等における環境に配慮した計画・工法・資材等の導
入に努めます。

公共工事における建設資材は再生資材を基本に使用した。また、建設廃
材のリサイクルに務めた。

建設リサイクルシステムの運用により、引き続き再生
資材の使用とリサイクルに努める。

○EV公用車が導入されており、公務の中で活用されている。

○ZEHや太陽光発電設備等の創・省・蓄エネ設備に対する補助を行った。

○事業所等の太陽光発電設備、高効率空調設備に対する補助を行った。

○EVに対する補助を行った。

○パートナー企業や町民公歴活動団体と連携し、小学生向け環境講座等
を開催した。

B

○R8で国重点対策加速化補助金が終了するため、
当該年度中に補助件数を伸ばすともにR9以降の補
助制度の検討を進める必要がある。

○住宅を新築する予定がある町民の意識と補助制
度の認知度を高める必要がある。

○環境先進都市としてのブランディングを図るため、
町のシンボルであるＺＥＢ庁舎を起点とした脱炭素の
取組を住民や事業者、他の自治体に向け拡散する必
要がある。

温暖化の影響により、空調のための都市ガス使用量が増加
傾向にある。

12 環境課
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方針４－２
気候変動に適応しよう

方針４－１
地球温暖化を防止しよう

A

C

○補助件数は徐々に伸びているが、ＺＥＨ＋についは当町
が活用している重点対策加速化補助金と他省庁の補助金
が競合しており、件数が伸びにくい。

○R8で国重点対策加速化補助金が終了するため、当該年
度中に補助件数を伸ばすともにR9以降の補助制度の検討
を進める必要がある。

B

A

A

A

A

A

A

〇住民を対象としたイベント等を通じてさらにごみ削減、生ご
みの減量等を行っていく必要がある。

8

D

〇地球温暖化対策実行計画（事務事業編）に基づき、公共施設
の脱炭素化、再生可能エネルギーの導入、公用車の脱炭素
化、町職員の環境行動の推進などにより、町の事務事業の地
球温暖化対策を推進します。

〇地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づき、町全域の
地球温暖化対策を推進します。

〇既存住宅における省・創・蓄エネルギー化の推進、ZEHの普
及などにより、家庭における脱炭素の取組を推進します。

〇事業所の省・創・蓄エネルギーの推進により、事業所におけ
る脱炭素の取組を推進します。

〇EV・超小型EVの普及促進などにより、交通の脱炭素化を推
進します。

〇環境教育の推進、民間事業者や自治体との協働・連携及び
最新技術の活用による脱炭素化を推進します。

〇自転車の利用や歩行を促す取組を通じて、近距離の移動に
おける自転車利用を促進します。

温室効果ガス排出量の削減率（町の事務事業）
（2013年度比）
現状値（2022年度）－27.4%→目標（2030年度）－
55％
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B-31.3%

EVの活用により、ガソリン由来の二
酸化炭素排出量が減。

10
町補助金を活用したZEH化及び家庭における太陽光
発電設備の導入数（累計）
現状値（2023年度）74件→目標（2032年度）245件

環境課

環境課

環境フェア、町民意識調査、省エネ家計簿など、町が
開催する事業への参加者数
現状値（2023年度）54人/年→目標（2032年度）100人
/年

14

方針５－２
みんなで環境保全に取り組もう

方針５－１
環境について学ぼう

ZEH＋：４件、太陽光：12件の補助
を実施。

319人/年

〇環境美化推進委員の施設見学、
2市8町合同開催のプラごみ環境教
室などを開催した。

〇ジュニアチャレンジスクール、ス
ポレク、町文化祭を通じて環境学習
の場を提供した。

A

A

A

D

A

A

99件

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。 現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。

現計画初年度のため記載なし。
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